
益田市告示第２６２号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項に規定する一般競争

入札を、益田市建設工事等簡易型一般競争入札実施要綱（平成１７年益田市告示

第１５４号。以下「実施要綱」という。）に規定する方法により行うので、実施

要綱第４条の規定に基づきこれを告示し、実施要綱第１０条の規定に基づき設計

図書等を閲覧に供し、及び入札情報サービス（ＰＰＩ）に掲載する。 

　本入札においては、最低制限価格を設定する。 

　本入札は、益田市建設工事等電子入札執行要領（平成２１年益田市訓令第１２

号。以下「電子入札執行要領」という。）による電子入札の対象とする。 

 

　令和８年１０月１日 

益 田 市 長　山　本　浩　章 

 

第１　入札に付する事項 

第２　競争参加資格 

この入札に参加することができる者は、令和７・８年度益田市建設業有資格

者名簿に登載され、かつ、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表右欄に掲げ

る条件を全て満たすものとする。ただし、共同企業体の参加は、認めない。 

 
工 事 名 匹見下公民館屋根改修工事（以下「本件工事」という。）

 
工 事 場 所 益田市匹見町澄川地内

 
予 定 工 期 契約日の翌日から９０日間

 

工 事 概 要

・屋根改修 

　瓦屋根葺き替え　３５４㎡ 

・発生材処分　　　１式

 競 争 参 加 

資 格 業 種
建築一式工事

 
点 数 建築一式工事の総合点数が６５０点以上８５０点未満

 
許 可 業 種 建築工事業

 
許 可 区 分 特定又は一般

 

営業所所在地

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に規定

する営業所を益田市内に有する者であって、益田市内に主た

る営業所を有するもの

 工 事 実 績 島根県内の公共工事（公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）第２条第２項

に定める公共工事をいう。以下同じ。）において、元請とし



 て過去１５年間（平成２３年１０月１日から令和８年９月３

０日まで）に１契約５００万円以上の完成した建築一式工事

の施工実績があること。ただし、共同企業体としての施工の

場合は、出資比率が２０パーセント以上であって、かつ、契

約金額の出資比率相当分が５００万円以上の施工実績とす

る。

 配 置 技 術 者 １　監理技術者又は主任技術者として次の基準を全て満た

す技術者を本件工事に専任で配置できること。ただし、建

設業法第２６条第３項に該当しない場合は、専任の義務は

有しないものとする。なお、本件工事は、建設業法第２６

条の５に係る特例の適用は認めない。ただし、監理技術者

制度運用マニュアル（平成１６年３月１日国総建第３１６

号総合政策局建設業課長通知）の二―二（５）②２につい

ては従前どおり認める。 

(1)　１級若しくは２級建築士、１級若しくは２級建築施工

管理技士（建築）又は国土交通大臣が認定した者である

こと。 

(2)　監理技術者を届け出る場合にあっては、許可業種の項

に掲げる業種に係る監理技術者証の交付を受けており、

かつ、監理技術者講習を受けている者であること。 

(3)　入札に参加しようとする者と、本件工事の競争参加資

格確認申請日前３月以上の雇用関係にあること。ただし、

建設業法第２６条第３項に該当しない場合は、３月未満

の雇用も可とする。
 

(4)　告示日の前日までに、益田市建設工事入札参加資格審

査要綱（平成１６年益田市告示第２２７号）様式第８号

により市内の営業所に常駐している者として届け出られ

ている技術者であること。 

２　配置予定技術者の申請に当たっては、次に掲げる事項に

留意すること。 

(1)　複数の技術者を配置予定として申請することも可と

するが、入札後に行う競争参加資格審査時には、配置技術

者を確定させること。 

(2)　複数の工事に同一の技術者を配置予定として申請す

ることも可とするが、他の工事で落札者となったため、

申請した全ての配置技術者を本件工事に配置できなくな

った場合は、入札をしてはならず、当該申請をした者は、

直ちに別に定める入札辞退届を第１４の入札担当課に提

出すること。また、入札書投函後開札までの期間及び入

札保留がなされている期間において、他の工事を落札し



 たことにより配置予定の技術者を配置することができな

くなった場合は、直ちに任意の書面によりその旨の申出

（理由：技術者の重複）を第１４の入札担当課にするこ

と。なお、競争参加資格審査は、原則として開札順に行

う。 

(3)　競争参加資格確認申請書提出時において、他の工事に

従事中の配置技術者（建設業法第２６条第３項に該当し

ない場合は、他の工事に専任で従事中の者をいう。）に

ついては、契約の締結後、現場着手（現場事務所の設置、

資機材の搬入又は仮設工事等の開始時点）までに、確実

に主任技術者等として専任（建設業法第２６条第３項に

該当しない場合を除く。）で配置可能である場合に限り、

資格確認のための資料を提出することができるものとす

る。

 そ の 他 １　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の４の規定に該当しないこと。 

２　益田市における市税（法人市民税、固定資産税、軽自動

車税及び市県民税（特別徴収分））の滞納がないこと。 

３　消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

４　告示の日から第３競争参加資格の確認の(2)のイに掲げ

る提出期日までの間に、益田市建設工事等入札参加資格者

指名停止要綱（平成６年益田市告示第５３号。以下「指名

停止要綱」という。）による指名停止を受けていないこと。 

５　次の各号のいずれにも該当しない者であること。 

(1)　破産法（平成１６年法律７５号）第１８条又は第１

９条の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされて

いる者 

(2)　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条

の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされている

者 

(3)　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条

の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされている

者 

(4)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第

２条第２号に規定する暴力団 

(5)　役員等が暴対法第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなっ

た日から５年を経過しない者 

６　入札に参加しようとする他者との間に次に掲げるいず



第３　競争参加資格の確認 

(1)　提出する書類 

入札参加を希望する者は、電子調達システムにより次の表に掲げる提出書

類（以下「申請書等」という。）を提出しなければならない。なお、申請書

等は、原則ＰＤＦ形式とし、ファイルの先頭に会社名（略称可）を付記する

こと。 

 れかの関係がないこと。 

(1)　親会社と子会社の関係 

(2)　親会社を同じくする子会社同士の関係 

(3)　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ね

ている関係 

(4)　前３号と同視し得る資本関係又は人的関係 

７　次の各号のいずれかに該当する工事の実績がある場合

は、当該工事の工事成績評定点が７０点以上であること。 

(1)　益田市又は島根県が発注した工事で、令和７年度又

は令和８年度に完成した低入札価格調査（地方自治法施

行令第１６７条の１０第１項に規定する低入札価格調

査をいう。）の対象の工事 

(2)　国土交通省中国地方整備局が発注した工事で、令和

７年度に完成した低入札価格調査（予算決算及び会計令

（昭和２２年勅令第１６５号）第８６条第１項の規定に

よる調査をいう。）の対象の工事

 提 出 書 類 １　競争参加資格確認申請書（簡易型）（実施要綱様式第１

号） 

２　施工実績調書（実施要綱様式第２号） 

３　配置予定技術者調書（建設工事）(実施要綱様式第３号) 

（配置予定技術者に従事中の工事がある場合は、請負金額 

及び専任義務の有無にかかわらず全て記載すること。） 

４　業態調書（実施要綱様式第３号の３） 

５　確認資料 

(1)　２の施工実績調書の記載内容を証明する次に掲げる

いずれかの書類（CORINS の登録がない場合及び CORINS

登録内容では工事実績が確認できない場合に限る。） 

ア　契約書の写し及び第２競争参加資格の表の工事実

績の項で求める工事内容であることが確認できる仕

様書等の写し等 

イ　発注者が証明する証明書（写しも可） 

(2)　３の配置予定技術者調書の記載内容を証明する次に

掲げる全ての資料 

ア　資格者証等の写し（国土交通大臣認定者は認定書の



(2)　申請書等の様式の入手方法及び提出期日 

ア　申請書等の様式の入手方法は、次に掲げるところによる。 

(ｱ) 市の公式ウェブサイトからダウンロードすること。 

(ｲ) 第１４の入札担当課においても配布を行う。 

イ　申請書等の提出期日は、次の表のとおりとする。 

(3)　確認審査 

競争参加資格の確認は、開札後に落札者を決定するために必要と認める範

囲の者を対象として行う。 

第４　設計図書等の閲覧 

　　設計図書等は入札情報サービス（ＰＰＩ）からダウンロードすること。ただ

し、閲覧する場合の期間及び場所は、次の表のとおりとする。 

第５　設計図書等に関する質問 

　　　設計図書等に関する質問のある者は、電子調達システムにより提出するもの

とする。なお、提出期限及び回答については、次の表のとおりとする。 

第６　入札方法 

(1)　電子調達システムにより入札書を提出すること。なお、入札書の受付期

日は、次の表のとおりとする。 

(2)　第１回の入札に際し、見積り参考資料として示した工事内訳書の各項目

について金額を記載した、次のアからケまでを全て満たす工事内訳書を電子

調達システムにより提出すること。なお、工事内訳書は、原則ＰＤＦ形式と

し、ファイル名の先頭に会社名（略称可）を付記すること。 

ア　工事内訳書の合計金額が、第１回の入札金額と一致すること。 

 写し） 

イ　従事中の工事の CORINS の写し及び他の工事への申

請状況が確認できる書類等（該当工事がない場合は不

要） 

ウ　入札に参加しようとする者との雇用関係が確認でき

るもの（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事

業主通知用）等）

 
提 出 期 日

令和８年１０月１５日（木）及び令和８年１０月１６日（金）

（午前９時から午後４時まで）

 

閲 覧 期 間

令和８年１０月１日（木）から令和８年１０月１５日（木）

までの土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の午前８時３０分

から午後５時まで。

 閲 覧 場 所 第１４の入札担当課

 提 出 期 限 令和８年１０月９日（金）午後４時必着

 
回 　 　 答

令和８年１０月１４日（水）までに電子調達システム及び入

札情報サービス（ＰＰＩ）により回答する。

 
受 付 期 日

令和８年１０月１６日（金）及び令和８年１０月１９日（月）

（午前９時から午後４時まで）



イ　「工事名」又は「業務名」の記載漏れ又は不備がないこと。 

ウ　直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費等の合計が工事価格

と一致していること。 

エ　工事内訳書で数量欄に記載のある項目の単価又は金額が未記入でない

こと（建築関連工事を除く。）。 

オ　値引き項目がないこと。 

カ　端数処理及び端数調整がないこと。ただし、単価又は数量に小数点以下

の値が含まれている場合の金額算出時における小数点以下の値の端数処

理の方法については、問わない。 

キ　工事内訳書において、「一式」表示となっていない項目を「一式」表示

していないこと。 

ク　タテヨコ計算に違算がないこと。なお、支給品の項目がある場合は金額

を記入すること（法定福利費について、行挿入による項目の追記、法定福

利費の二重計上によるタテヨコ計算の違算等は、入札の無効として取り扱

う。）。 

ケ　設計図書にある工事数量総括表等に記載した項目が未記載（他項目又は

明細書に一括計上し、内訳が分からないものを含む。）でないこと（建築

関連工事を除く。）。 

(3)　落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０

パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者

は、消費税及び地方消費税を含まない金額を入札書に記載すること。 

(4)　再度入札は、１回とする。 

(5)　入札保証金は、免除する。 

(6)　工事明細書の提出は、契約時に行うものとする。 

第７　開札方法 

　　開札の日時等は、次の表のとおりとする。 

第８　入札の無効等 

　(1)　次に掲げる入札は、無効とする。 

ア　競争参加資格のない者がした入札 

イ　入札に関する条件に違反した入札 

ウ　同一人が同一事項について２以上の入札をした場合、その全ての入札 

エ　必要事項の未記載、誤字、脱字等により意思表示が明確でない入札 

オ　工事内訳書を提出しない入札又は第６入札方法の(2)に示した基準を満

 日 　 　 時 令和８年１０月２０日（火）午前９時１５分

 
場 　 　 所

益田市常盤町１番１号　 

益田市役所分館２階　総務管財課入札監理室

 

立 会 人 事 項

電子入札執行要領第１０条第２項に掲げる開札への立会いを

認められる者のみが立会いをすることができる。なお、代理

人が立会いをする場合は、委任状を提出すること。



たさない工事内訳書を提出した入札 

カ　入札書の提出期限の日の翌日から開札日までに指名停止措置を受けた

者のした入札 

キ　虚偽の申請又は届出を行った者のした入札 

ク　談合その他の不正な行為が認められる入札 

ケ　電子入札執行要領第２条第６号に規定する電子認証書を取得していな

い者がした入札 

(2)　次に掲げる入札は、失格とする。 

最低制限価格を下回る入札 

第９　落札者決定基準 

　　落札者の決定方法は、次に掲げるところによる。 

(1)　予定価格の制限の範囲内において、最低制限価格以上の価格で入札した

者のうち、最低の価格で入札したものについて競争参加資格要件を審査し、

当該要件を満たしていることが確認できたときは、当該入札をしたものを落

札者とする。なお、最低の価格で入札をした者が競争参加資格要件を満たさ

ない場合は、金額の低い順に他の入札者の競争参加資格要件を審査し、当該

要件を満たしている者１名が確認できるまで審査を行うものとする。 

(2)　落札者の決定は、原則として開札日の翌日から起算して３日（土曜日、

日曜日及び祝日を除く。）以内に行い、結果を入札情報サービス（ＰＰＩ）

で公表する。 

第１０　競争参加資格がないと認められた者に対する理由の説明 

　　競争参加資格がないと認められた者は、競争参加資格審査の結果を受け取っ

た日の翌日から起算して５日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）以内に競争

参加資格がないとされた理由の説明要請書（実施要綱様式第７号）を市長に提

出し、理由の説明を求めることができるものとする。 

第１１　支払条件　　 

前払金等の金額は、次の表のとおりとし、落札者は、前払金の他に中間前払

金又は部分払金のいずれかを契約締結時に選択し、請求することができる。な

お、契約締結後の変更はできないものとする。 

第１２　契約保証金　 

契約保証金は、契約金額の１０分の１以上とする。 

第１３　その他 

(1)　落札者決定時から契約締結までの間に、当該落札者が入札参加資格を喪

失したとき、又は指名停止を受けたときは、市は、契約を締結しない。 

(2)　落札者は、配置予定技術者調書に記載した配置予定技術者を本件工事の

現場に配置しなければならないものとし、落札後において当該配置予定技術

者の配置ができないことが明らかになった場合において、これに代わる技術

 前 　 払 　 金 契約金額の１０分の４以内

 中 間 前 払 金 契約金額の１０分の２以内

 部 分 払 金 １回以内



者を配置することができないときは、市は、契約の締結を拒否し、又は契約

を解除する。なお、当該配置予定技術者の変更は、第２競争参加資格の表配

置技術者の項２の(2)に掲げる場合のほか、当該技術者の病気、退職等によ

り本件工事に配置できなくなった場合等やむを得ない場合に限る。 

(3)　各種提出資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止要綱に基づ

く措置の対象とする。 

(4)　やむを得ない事由により電子入札によりがたい者は、書面にて紙入札方

式参加承認願を提出し、承認された場合に限り、紙入札によることができる。

なお、紙入札方式参加承認願については、市の公式ウェブサイトからダウン

ロードすること。 

(5)　各種提出資料が電子入札システムで送信できない場合は、別途提出する

旨を記載した書面を送信し、ＣＤ等で提出すること。 

(6)　請負代金内訳書（工事内訳書）への法定福利費の明示の取組（「建設工

事の設計金額における法定福利費の明示等について」令和２年８月１８日付

土総第３４９号島根県土木部長通知）に基づき、工事内訳書に法定福利費の

明示を行う場合は、次の事項に留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)　その他不明な点については、第１４の入札担当課に照会すること。 

第１４　入札担当課　 

総務部　総務管財課　入札監理室 

ＴＥＬ（０８５６）３１－０１５１　ＦＡＸ（０８５６）２２－３５７０ 

 

 

※工事内訳書への記載上の注意事項 

　・工事内訳書へ法定福利費の明示がなくとも入札無効にはならない。 

　・受注者の積算した法定福利費は、発注者の示した工事数量総括表の現 

場管理費の備考欄、もしくは欄外に記載すること。 

（行挿入により、その他の項目を追記をすると工事内訳書の無効事　

由に該当します。） 

　・工事数量総括表においては、現場管理費に法定福利費分が含まれてい 

　　るため、二重計上によるタテヨコ計算の違算に注意すること。


